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１．研究目的 
（１）目的 
 本研究の目的は、第 1 に、全国規模調査、自治体統計等のデータを分析し、貧困の不均等分布
や地域格差の実態を明らかにすることである。第 2 に、少子高齢化・世帯縮小・単身化が急激に
進行し、人口、経済活動と雇用、所得、地域力等の収縮が今後急速に進む地域を事例として、高
齢者を中心とした貧困・低所得問題の実態を明らかにするとともに、国の新しい政策動向をふま
え、事例地域における自治体等の貧困・低所得者対策や支援の実態を明らかにすることである。
第 3 に、調査結果をもとに、地方圏内、大都市圏内、および地方圏と大都市圏の地域横断的な比
較事例分析を行い、貧困・低所得者対策や支援のあり方を構想することである。 
 
（２）研究の背景 
①貧困の不均等分布 
 相対的貧困率を年代別・世帯類型別に見ると、高い順に(30％以上のみ)、母子世帯 56.8％、高
齢単身女性 52.2％、高齢単身男性 38.3％、20-64歳の単身女性 31.9％となっている(内閣府 2010)。
これは、高齢世帯、女性世帯、単身世帯で貧困リスクが高い事実を示している。しかしながら地
域性や地域格差を踏まえた貧困の分布は明らかになっていない。本来、貧困・低所得問題は、全
国で均等に現象するのではく、生活保護率格差があるように、地域的に不均等で偏在した分布と
なって現れる。この貧困の不均等分布の研究は、大規模な全国調査を使い、更に多様な方法で進
める必要がある。 
②地方圏・中山間地域における貧困・低所得問題 
 日本は、2008年に人口減少社会へ転換した。これは、主に、少子化(自然減)と地方からの若者
流出(社会減)が組み合わさって起こっている。生産年齢人口は 1995 年をピークに減少しており、
労働力供給の減少と消費低迷を招いてもいる。これまでも過疎地域などで人口減少は進んできた
が、今後は地方圏全般で、また遅れて大都市圏でも急激な人口減少が継続的に進行する。とりわ
け 2000年代後半以降、地方圏の人口減少による社会的影響は深刻であり、人口、経済活動等の収
縮が進む「縮小する地域」が無数に出現している。こうした地域では、医療、福祉、教育等の生
活関連サービス、道路、公民館等のインフラ、地域の産業や雇用の整備・維持の課題が現れ始め、
財政基盤が脆弱で高齢化や人口減少が進む中山間地域の自治体ほど、事態は深刻である。 
 政府は、「定住自立圏構想」(2008年)、「まち・ひと・しごと創生法」「地方中枢拠点都市構想」
(2014 年)といった新しい地域振興・地域維持政策の創設し、「縮小する地域」への対応策を打ち
出している。一方で、これまで貧困・低所得問題は、都市問題と見なされることが多く、地方圏
で進行する生活困窮化については注目されておらず隠れてきた。税収減と扶助費増に直面する自
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治体は、住民の生活安定を維持させつつ予算規模を縮小する「縮小均衡行財政」となり、福祉政
策は制約されざるをえない。自治体の財政事情を踏まえた貧困・低所得問題の実態把握と支援の
あり方は、喫緊の検討課題である。 
③大都市圏における貧困・低所得問題 
 大都市圏でも、人口減少は中長期的な課題として浮上している。東京都豊島区は日本創成会議
によって「消滅可能性都市」とされ、大都市中心部でも「縮小する地域」となる予測がなされた。
大都市圏は、地方圏の若年労働力の吸収により人口規模を拡大し開発と発展をかなえてきたが、
その「拡大均衡発展」は今後弱まる。一方で、大都市は拡大均衡の「影」の部分として貧困・低
所得問題を大規模に生んできた。例えば貧困が極度に偏在する地域として東京都山谷・横浜市寿
町に簡易宿泊所街が形成した。ところが、今では単身男性世帯率・生活保護世帯率・高齢化率が
極めて高い地域に変貌した。野宿者の減少が続き、本地域は今後人口減少が進むと見られる。 
④近年の政策変更による市町村貧困対策に与える影響 
 2011年の介護保険法改正で地域包括ケア理念が規定され、2025年を目途に国・自治体による体
制整備が進められることになった。近年では、政府は「新福祉ビジョン」(2015年)を公表し「我
が事・丸ごと」地域共生社会実現本部(2016年 7月)を設置している。分野横断的・全対象型地域
支援体制の確立が方針であり、縦割り行政を横断的行政にし地域特性に合わせて地域住民力を増
強する方向に舵を切っている。この政策変更が今後、「縮小する地域」の貧困対策にどのように影
響を与えるかは重要な論点であり、地域の歴史・特性を理解した上で検討する必要がある。 
 
２．研究方法 
（１）貧困の不均等分布の統計的解明 
 全国規模調査や自治体のデータを分析する方法によって、貧困の分布(所得と消費の格差等)、
地域格差や特徴を明らかにするとともに、各自治体については地域内格差を検討する。さらに、
住民税非課税、低年金・無年金、国保料減免、生活保護・生活困窮者支援の世帯のデータを自治
体から取得し、貧困の分布を明らかにする。 
 
（２）比較事例分析による解明 
 全国調査や自治体の統計資料では、住民の生活意識を含めた貧困の実態や生活状況の把握、さ
らに国の政策変更を踏まえた自治体等の貧困対策や援助活動の実態は明らかにできないため、地
方圏および大都市圏で事例地域を決め、地方圏内、大都市圏内、および地方圏と大都市圏の比較
事例分析を行い、(1)の貧困の不均等分布研究と合わせて総合化する。 
 本研究において事例とする地域は、地方圏では中山間地にあり過疎地域に指定されている 3 地
域である。人口は 2,000人前後で高齢化率は 40％を超え、人口減少が進行している。大都市圏で
は東京圏の簡易宿泊所密集地を事例とする。この 2地域の人口は 6,000人から 1万人ほどであり、
単身男性がほとんどである。高齢化率は 50％前後と地方圏 3地域よりも高齢化が進み、生活保護
率が 8割前後である。 
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３．研究成果と公表 
（１）研究成果 
①「全国消費実態調査」「国勢調査」データ分析 
 全国消費実態調査では、年間収入、貯蓄の他、9〜11月の消費支出（食料、住居、光熱・水道、
家具・家事用品、被服及び履物、保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽、その他の消費支出）、
非消費支出、実支出以外の支払等のデータが得られ、国勢調査を参考にしながら、統計的に分析
し全国的状況を把握した。 
②団体調査 
 ①の全国調査では、地域の特性を踏まえた貧困・低所得者の実態や支援の状況は分からないた
め、自治体、社会福祉協議会、民間支援団体にインタビューおよび資料収集をした。 
 都県および市町村自治体、社会福祉協議会は身近な地域の相談機関であるとともに、域内全体
の把握を行っており、生活保護世帯、生活困窮者支援世帯の相談体制、相談の概況、非課税世帯、
低年金・無年金世帯等の統計データ、関連条例、その他地域性に関するデータを取得し、生活困
窮者の把握方法や状況についてもインタビューを行った。 
③住民調査 
 ①②の調査では、住民の生活意識を含めた貧困の実態や生活状況は明らかにできないため、大
都市の地域住民に対して半構造化インタビューを行った。調査項目は、生活史、社会保障（医療、
介護、年金、労働、手当等）、住宅、人間関係、地域との関係、生活上の節約・「やりくり」・工夫、
今後の生活等である。 
 
（２）公表 
 本研究成果の一部については、本年度中にナショナルミニマムをテーマとする論文集の中の 1
論文として、出版社から刊行される予定である。 
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 また、関連論文として、松本一郎(2018)「1960 年代の寿町簡易宿泊所街と子ども」『生活保護
受給世帯における子どもの進路選択に関する研究 -フォローアップ調査を通じて-』（平成 26年度
-29年度科学研究費補助金・基盤研究(B)2017年度研究報告書 研究代表者：岡部卓）を執筆した。 
 
（３）今後の課題・展望 
 本研究が基盤となり 2018 年度科研費が採択された。研究課題は、「貧困低所得者の実態と支援
の研究 −最低生活費・貧困率算定と 4都県事例調査−」であり、3年間の調査研究を行う。 
 1990年代以降、貧困低所得者の増加や所得格差の拡大が社会問題となる中、見えにくい貧困の
実態を正確に把握するための最低生活費と貧困率の適切な算定方法の確立が求められている。最
低生活費と貧困率は貧困対策の重要指標となり、生活保護法や生活困窮者自立支援法の運用、他
の貧困対策の政策形成過程にも影響を与える。 
 採択課題では、政府統計を使用し、貧困率の高い高齢者を対象にして、生活実態や分布を明ら
かにしていき、その上で、本研究で対象とした少子高齢化や人口減少が進む先端的地域を事例と
して、地域特性を考慮した生活実態を把握し支援のあり方を探究していく予定である。 
 この検討により、貧困低所得高齢者に対するナショナル・ミニマム保障水準を決定する根拠、
貧困対策の範囲や程度、社会保障制度設計の際の配慮点が明らかになると考えている。 
 
